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国際投資協定と縮小する開発政策空間
　　　　　　　NAFTAモデルとその波及

ヂ 春　志

1　はじめに

　WTO体制の発足以後，さまざまな形態の二国間，複数国間の経済統合協

定（economic　integration　agreement：EIA）が増殖している。今日，それは新

たな地域主義の台頭として語られ，投資と貿易フローを促進するグローバル

な経済統合の推進力の一つとみなされている。その際，具体的にどのような

制度化が行われようとしているのかを精査することもなく，たんに貿易障壁

が撤廃され投資環境が整備されれば，経済的相互依存もしくは機能的統合が

深化し，協定加盟国の経済的厚生が無条件に改善されると主張される場合が

多い。だが，そのような理解は，現実の世界経済に内在する階層的な権力構i

造を全く考慮していない。

　先進国と途上国間のEIAでは，その効果が，両者の経済構造や世界シス

テムにおける地位の違いを反映してかなり非対称なものとなる。たとえば，

工業製品とサービス貿易の全面的な自由化を求める先進国の要求は，これか

ら工業化の隊列に加わろうとしている途上国には受け入れがたい。その一方

で，途上国の農産物市場開放要求は，先進国の農業保護政策と対立する。こ

の構図は，WTOのみならず先進国・途上国間の自由貿易協定（倉ee　trade

agreement：FTA）や経済連携協定（economic　partnership　agreement：EPA）

締結交渉ではつねに見られる。

　他方，今日のEIAの大部分には，投資の自由化コミットメント，投資の

保護・促進に関する実体規定が含まれている。この種のEIAの拡大が，二

国間投資協定（bilateral　investment　treaty：BIT）の急増とともに，経済統合
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の制度化の軸心を貿易から投資のレジーム形成にシフトさせつつある。

UNCTADによれば，2005年末時点で，2，495のBITと232のそれ以外の国際

投資協定（international　investment　agreement：IIA）が確認されており，その

うち先進国・途上国間のBITが全体の39％を占めている（UNCTAD　2006a：

26－28）。先進国と途上国の非対称な関係は，こうした投資協定において際立っ

ている。国際投資が先進国から途上国へのフローで特徴づけられるかぎり，

投資自由化は，途上国側の一方的な規制撤廃を意味し，開発政策との間に緊

張関係を生み出しているのである。

　本稿の目的は，EIAをめぐる非対称性のうち，投資自由化が途上国の開発

政策に対してもつ含意を検討するところにある。実際，IIAの性格は，一定

の方向に収敏する傾向を示しており，そのことが，翻って途上国の開発政策

空間（development　policy　space）を著しく狭めている。グローバリズムは国

家の退場を喧伝し，その名の下にネオ・リベラルな構造改革を，とりわけ途

上国の側に課していく。IIAは，それに法的な拘束力と強制力を付与してい

るのである。

　以下では，この種のIIAのメルクマールとして，　NAFTAを取り上げたい。

米国のNAFTA推進の意図は，包括的な貿易・投資の自由化を地域協定の枠

組みで実現し，難航を極めるGATTウルグアイ・ラウンド交渉を有利に進

める挺子とするという点にあった（UNCTAD　2006b：8）。そのため，それが

網羅する分野は，GATT＋αとして構成され，　WTOのすべてのイシューが含

まれている1）。なかでも「投資および紛争処理」に関するNAFTA第11章は，

強力な投資自由化，投資保護，紛争処理の三位一体によって特徴づけられ

（Kurtz　2002：2），その後のIIAの性格を大きく変化させた。以下では，まず，

NAFTAのIIAとしての性格を析出することから議論を始めよう。

1）全文はNAFTA事務局のホームページ（http：〃www．n諭a－sec－alen乱org／De飴ultSite／index＿e．

　aspx？DetailID＝78）参照。
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五　国際投資協定としてのNAFTA

1．NAFTA投資規定の特徴

（1）ネガティブ・リスト方式の自由化と設立の権利

　戦後直後に国際貿易機関（ITO）構想が挫折して以後，さまざまな試みが

なされながらも，OECDの自由化規約（OECD　Codes　of　Liberalization）や

多国籍企業行動指針（OECD　Guidelines　fbr　Multinational　Enterprises）を除

けば，現在，多角的投資ルールとして法的な拘束力を持つのは，WTOのサー

ビス貿易の一般協定（GATS＞と貿易関連投資措置（TRIMs）協定だけであ

る2）。しかも，そのうち国際投資の自由化条項を含むのはGATSのみで3），

製造業部門の多国間ルールは存在しない。

　投資自由化で最も重要となるのは，内国民待遇（national　treatment：NT）

と最恵国待遇（most一ねvored　nation　treatment：MFN）の規定である。この2

つを，どの分野にどのような方式で適用するかによって，自由化の性格と程

度が決定されるといってよい。その方式には，大きく分けて，ポジティブ・

リスト方式とネガティブ・リスト方式の2種類がある。前者は，締約国間で

自由化コミットメントの約束表を作成し，個別部門ごとにNTとMFNの適

用をリクエスト・オファー形式の交渉で決定するものである。それに対して，

後者は，全部門の自由化を原則として例外部門を列挙する方式で，一般的に

は，ボトム・アップ型で段階的な自由化を志向するポジティブ・リスト方式

2）これ以外にも，1994年に作成され98年に発効した「エネルギー憲章に関する条約」が

　ある。エネルギー憲章条約は，欧州諸国，米国，カナダ，オーストラリア，日本が，

　旧ソ連及び東欧諸国のエネルギー分野の改革と貿易・投資を促進することを目的にし

　た法的拘束力をもつ協定であるが，ロシアは未加盟であり，米国とカナダも州政府と

　の調整が困難であることから署名していない。

3）GATSでは，サービス貿易の態様を，第一モード：いずれかの加盟国の領域から他の

　加盟国の領域へのサービスの提供，第ニモード：いずれかの加盟国の領域内における

　サービスの提供であって他の加盟国のサービス消費者に対して行われるもの，第三モー

　　ド：いずれかの加盟国のサービス提供者によるサービスの提供であって，他の加盟国

　領域内における業務上の拠点（commercial　presence）を通じて行われるもの，第四モー

　　ド：いずれかの加盟国のサービス提供者によるサービスの提供であって，他の加盟国

　の領域内の加盟国の自然人の存在を通じて行われるものと定義している（GTAS第1

　条2）。第3モードが国際投資に相当する。
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よりも自由化度は高い（UNCTAD　2004）。

　GATSでは，第2条においてMFNについてはネガティブ・リスト方式で

適用する旨が明記されたうえで，第16条で市場アクセスを規定し，次に第17

条でNTにはポジティブ・リスト方式を適用する，というハイブリッド型の

自由化コミットメントとなっている。一方，NAFTAは，　MFN，　NTともに

ネガティブ・リスト方式で適用され，GATSより包括的な自由化コミットメ

ントを規定している（NAFTA1108条）4）。

　問題は，この方式が，投資が行われた後（設立後段階）のみならず，設立

前段階にもi適用される点にある。NAFTA1102条は，「投資の設立，取得，拡

張，経営，行動，運営，販売，その他の処分に関して」，相手国の投資およ

び投資家に対して，「同様の状況で」自国の投資家および投資に対して与え

られるものよりも「不利でない待遇を与える」として，外国投資家に設立前・

設立後段階でNTを与え，また，1103条では，まったく同様の条件でMFN

を規定している5）。

　たしかにGATSの市場アクセス条項は，外国投資家に設立段階でNTを付

与する。だが，それは，あくまでもポジティブ・リスト方式の下，特定の約

束分野に限定され，受入国の設立前の権限は留保されている。それに対して，

NAFTAでは，特定の例外分野を除けば，すべての投資に受入国の許認可権

が及ばないのである。

4）NAFTAでは，　GATSの第三モードは第12章クロス・ボーダーサービス貿易ではなく，

　第11章の投資に含まれる。また金融サービスについては第14章に別立てで投資規定が

　存在するが，基本的に第11章に準じている。

5）NTとMFNについては，その条文と基準が問題となる。　NAFTAの場合，「同様の状況

　（in　like　circumstances）」とは，外国投資家と国内投資家が同じ経済部門もしくはビジ

　ネス部門に属するということを主たる基準にケース・バイ・ケースで決定されるとさ

　れ，「不利でない（no　less血vorable）」待遇とは，国内の競合企業に付与される最良の

　待遇よりも不利でないという意味に解されている。特に，後者は，「同じ待遇」や「同

　程度に有利な待遇」といった規定よりも，投資家に有利な規定である（UNCTAD

　2003a：　108）。
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（2）広範なパフォーマンス要求の禁止

　NAFTAの投資ルールの第二の特徴は，パフォーマンス要求に関する規定

にある。パフォーマンス要求とは，輸出，生産，雇用，技術移転など，設立・

営業の条件として外国企業に受入国政府が課す要求であり，従来型のFDI

政策では重要な位置を占めていた。そのため，WTOを含む国際協定の交渉

舞台は，その広範囲な禁止を求める先進国と，それに抵抗する途上国という

鮮明な対立図式で描かれてきた。

　ウルグアイ・ラウンド交渉では，このイシューについて輸入品に対する

NT（GATT第3条）と輸出入に関する数量制限措置の禁止（GATT第11条）

が貿易制限的・歪曲的な投資措置としてどの程度適用可能かが問題となった。

最終的に，TRIMs協定では，途上国の反発から付属文書で輸出入制限，輸

出入均衡要求，外国為替制限による輸入制限，ローカル・コンテント要求の

みが例示されるにとどまり，しかもそれはサービス分野をカバーするものと

はならなかった。

　これに対して，NAFTA1106条（パフォーマンス要求）では，ネガティブ・

リスト方式を採用しつつ，サービス部門を含めWTOのTRIMsを超える広

範なパフォーマンス要求が明示的に禁止されている。具体的には，（a）輸出

パフォーマンス要求，（b）ローカル・コンテント要求，（c）国産品購入・使

用・優先要求，（d）輸出入および外国為替均衡化要求，（e）国内販売要求，

（f）技術・生産過程・著作権上の知識移転要求，（g）供給地指定要求が，そ

れに当る。さらに，NAFTA　1107条は上級経営者や取締役の現地人雇用要求

を，1102条4は出資比率制限も禁じている。その一方で，生産移転，サービ

スの提供，労働者の訓練・雇用，特定施設の建設・拡張，研究開発の実施に

対する要求を条件に優遇措置を付与することは禁止されておらず（1106条4），

投資インセンティブの供与に対しては寛大な条項となっている6）。

　たしかにGATSは，（a）提供者数の制限，（b）取引総額・資産総額の制

限，（c）事業総数・総産出量の制限，（d）雇用者数の制限，（e）合弁企業等

6）ただし，（b），（c），（d），（e）については，投資インセンティブ供与の条件として用い

　ることも禁止されている（NAFTA1106条3）。
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事業体の形態の制限や要求，（d）外国資本参加の制限といったNAFTA以上

に広範囲な広義のパフォーマンス要求を禁止している（GATS第16条2）。

だが，NAFTAの場合，上述のようにネガティブ・リスト方式で設立前にNT

が付与されることから，これらの要求も投資受入国の現地企業にも適用され

ないかぎり禁止されることになる。

（3）投資保護と紛争処理：概念の拡張

　伝統的にIIAは，投資および投資家の保護を目的とするものである。その

際，重要なのが，投資の定義，接収（taking）もしくは収用（expropriation）

の概念，紛争処理メカニズムの内容である。これらの点でも，NAFTAは投

資保護のあり方を大きく変えた。

　マクロ経済運営上の懸念や資本勘定自由化に対する警戒感から，従来の協

定では保護や資金移転の自由の対象に，短期浮動性の高い証券投資が含まれ

ることは稀であった7）。これに対してNAFTA第11章は，広く投資を企業と

関連する資産と定義している（1139条）。具体的には，（a）企業，（b）企業

の株式証券，（c）企業の負債証券，（d）企業への融資，（e）企業の所得や利

潤のうち所有者が共有する権利をもつ企業の請求権，（f）解散時の企業資産

のうち，負債債券や貸付を除く所有者が権利を共有する企業の請求権，（g）

経済的利益を期待して取得された，あるいは経済的利益や他の事業目的のた

めに使用される不動産，もしくはその他の有形無形の資産，（h）締約国の領

土内で，資本やその他の資源が経済活動にコミットすることから生じる請求

権（ターンキー契約，建設契約，営業権を含む投資家の資産にかかわる契約，

報酬が企業の生産，収入，利潤に実質的に依存する契約），となる。

　注目すべきは，こうした投資の接収（taking）もしくは収用（expropria－

tion）の概念である。そもそも投資保護協定は，植民地の独立による旧宗主

国の帰属財産，また社会主義体制の移行にともなう旧外国人投資家資産の没

7）GATSやTRIM協定には，明確な投資の定義は存在しない。ただし，　GATSの場合，

　「業務上の拠点」という用語で，事実上，企業ベースの定義が採用されている

　（UNCTAD　2003：101）。
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収，そして第三世界諸国による資源国有化など，途上国や旧社会主義国政府

による外国人資産の国有化・接収に対する補償を確保するためのものであっ

た（UNCTAD　2004）。旧来型のこうした「直接的な」接収に対する懸念が

ほぼなくなった今日，補償の対象は，いわゆる「間接的な」接収，あるいは

「規制による接収（regulatory　takings）」に重点が移っている8）。その先鞭を

つけたのがNAFTAであった。その1110条は次のように規定している。

「自国領内の相手国の投資家による投資を直接的もしくは間接的に国有化あ

るいは収用するか，あるいはそのような投資を国有化あるいは収用するのと

同等の措置をとってはならない」［強調は筆者］。

　これは，資産が直接収用されなくても，協定発効後に受入国政府の政策変

更によって，投資家の資産になんらかの損失が発生した場合，受入国政府に

補償の義務が発生することを意味している。上述のごとく，その資産には直

接投資のみならず株式や債券などの証券投資，知的財産権，種々の契約まで

もが含まれる。さらに，NAFTAは，こうした収用とその他の規定違反に対

して，パネルを構成し投資家が直接締約国を仲裁法廷に訴える権利までも認

めている9）。そして，1105条（待遇の最低基準）では，「公正かつ衡平な待

遇（飴ir　and　equitable　treatment）」と「完全な保護と安全価ll　protection　and

security）」の文言が盛り込まれ，　NAFTAの規定になくとも，国際法に準拠

して投資家には受入国に対する訴求権が付与されている。

2．NAFTA投資ルールと開発政策空間の縮小

　ネガティブ・リスト方式でNTとMFNを締約国の投資家に付与し，トッ

プダウン型の拘束的な自由化を約束するNAFTA第11章のルールは，明らか

8）政府の規制によって徐々に投資家の資産価値が減少していくことから，「忍び寄る接収

　（creeping　takings）」とも呼ばれている。

9）NAFTAの紛争処理メカニズムの詳細と具体的事例については，　Hufbauer　and　Scott

　（2005）第4章に詳しい。
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に現行WTOのGATSやTRIMs協定の範囲を超えている。注視したいのは，

この種の協定が，先進国（米国とカナダ）と途上国（メキシコ）の間で締結

されていることの意味である。

　従来，国家が外国投資家に対して無制限の権利を保障することはなく，国

際慣習法上も，自国領土での設立の許認可権は，国家に存するものとされて

きた（UNCTAD　2006b）。特に，途上国は，その開発目標に則して，たとえ

ば特定部門における多国籍企業の寡占的支配を回避し，また現地企業のクラ

ウディング・アウトを防止するために，この権利を行使してきた。ところが

設立前段階にNTを付与するNAFTAの規定に従うならば，もはやこの権利

は当該国に存在しないことになる1°）。受入国の主権の一部とされてきた権利

が「投資の権利」に置き換えられてしまっているのである。

　一方，外国企業に対するパフォーマンス要求は，外資を受け入れる国にとっ

て産業政策の核をなすものであり，それを現実に多用してきたのは先進国自

身であった。先進20力国を対象とした米国通商代表部（USTR）の調査によ

れば11），1989年の時点ですらローカル・コンテント要求を課す国が6力国も

存在していた。またその数は，輸出パフォーマンス要求で3力国，出資率規

制7力国，ライセンス供与要求2力国，外国為替・送金制限5力国となる

（UNCTC　1991＞。米国についても，表1で示されるように，ウルグアイ・ラ

ウンド交渉時点で，NAFTAによって禁じられたパフォーマンス要求のほと

んどを使用していた。その意味で，この規定は，先進国，途上国双方の外資

規制政策を制約する相互主義的なものかもしれない。だが，すでに一定水準

以上の産業発展を実現した国と，これから育成しようとする国とでは，それ

がもつ含意はまったく異なっている。この規定によって，メキシコが，産業

政策を実行する余地は狭まり，現地企業や経済に対するFDIの波及効果を

10）例外的に巨額の買収であったり，外国の所有者がメキシコ企業の40％を超える株式を

　取得する場合にのみ，政府の許可が必要となる（Shadlen，2005：766）。

11）オーストラリア，オーストリア，ベルギー，カナダ，デンマーク，フィンランド，フ

　ランス，ドイツ，ギリシア，アイルランド，イタリア，日本，ルクセンブルグ，オラ

　　ンダ，ニュージーランド，ノルウェー，スペイン，スウェーデン，スイス，イギリス

　の20力国。
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高める能力は制約されざるをえないだろう（Chang　2002，　Guisinger　et　al．

1985，Kumar　2005，　UNCTAD　2003b）。

表1　ウルグアイ・ラウンド交渉時点での主要先進国のパフォーマンス要求

パフォーマンス要求 内容 適用国

出資比率 投資の所有権の制限 米国

ライセンス供与 技術移転要求 米国

送金制限 対外金融移転制限 米国

外国為替制限 対外金融移転制限 EC，米国

製造制限 生産制限 EC，米国

技術移転 技術移転要求 日本，米国

国内販売 輸入の代替 EC，日本，米国

製品指定 他の輸出の代替 EC，日本，スイス，米国

貿易均衡化 他の輸出の代替 EC，日本，スイス，北欧諸国，米国

ローカル・コンテント 輸入の代替 EC，日本，スイス，米国

輸出 他の輸入の代替 EC，日本，スイス，米国

出所：UNCTC（1991）

　第三に，従来，外国人投資家および投資の保護は，投資国の外交保護権行

使の問題として取り扱われ，紛争処理は国家対国家によるものと考えられて

きた（UNCTAD　2004：35，岩瀬2004：5－7）12）。途上国，なかでもラテン・ア

メリカ諸国は，歴史的に，国内投資家よりも有利な待遇を外国人投資家に付

与することを禁じ，投資家と受入国の問の紛争は，受入国の法廷や裁判所で

もっぱら処理されるべきであると主張してきた。この「カルボ原理（Calvo

doctrine）」は，1974年の国連経済的権利義務憲章でも採用され，途上国の開

発のための権利の一部とされてきたものである13）。メキシコは，NAFTA締

12）1965年に世界銀行グループを中心に採択された「投資紛争解決条約（Convention　on　the

　　Settlement　of　Investment　Disputes　between　States　and　Nationals　of　Other　States）」にも

　　とづき設立された投資紛争解決国際センター（Intemational　Centre　fbr　Settlement　of

　　Investment　Disputes：ICSID）への紛争付託という形で，　NAFTA以前にも投資家対国家

　　の紛争処理が行われていた。具体的事例については，岩瀬（2004）参照。

13）収用の権利は，開発の権利を求める第三世界運動の成果の一つである。1962年の国連

　　の天然資源に関する恒久主権決議以前，国際慣習法では，いかなる目的であれ，補償

　　をともなわない民問財産の収用の権利は政府にはない，とする「ハル・ルール（HulI

　　Rule）」が支配的であった。米国がこのルールの支持国であったことはいうまでもない。
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結とともに，それを事実上放棄させられたことになる（UNCTAD　2003a：139）。

　さらに，規制の変更によって間接的に発生したとみなされる投資家の損失

までもが，間接的収用として補償対象にされることで，外国企業に対する

「規制の権利」は協定の実体規定以上に制約されることになる。経験の浅さ

から，この種の仲裁を遂行する途上国の能力は，先進国よりも劣位にある。

また弁護士費用などの紛争処理コストに加え，政策変更による損失を正確に

評価することが実質上不可能であるために，その補償額そのものも不確実で

ある。そのため，間接的収用として訴えられる可能性のある政策そのものを

自粛する傾向が生まれている。そのような政策が，環境や健康に関連する場

合も多く，その自主規制は，公共の利益を損なわせる可能性が高い（Haslam

2005：6，Peterson　2004：24－30，　UNCTAD　2003a）14）。

　このようにNAFTAの投資規定の中核的要素は，国家の外国企業に対する

規制能力と権限を著しく制約するものにほかならない。仮に締約国間で双方

向の企業進出があり，両者の国際競争力が同程度のものであるならば，それ

も，「競争条件を平準化する（level　the　playing丘eld）」する衡平なルールと

いえるかもしれない。だが，それが先進国と途上国の協定であるとき，後者

から前者への企業進出がほぼ皆無であり企業の競争力に圧倒的格差があるこ

とを鑑みれば，この種のルールは，途上国側の開発政策空間を一方的に縮小

する効果しかもたないのである。

　NAFTAの影響力は，その加盟国にとどまるものではない。その諸規定は，

今日，先進国・途上国間で結ばれるIIAの有力なモデルとして急速に普及し，

ネオ・リベラルなグローバル化の制度化の一翼を担っている。

皿　ネオ・リベラル国際投資レジームの形成と開発政策空間

1．NAFTAモデルの国際的波及：米州から東アジアへ

NAFTAモデルの典型的な適用事例が，1995年に交渉を開始したOECD多

14）1994年から2004年までのNAFTA第11章関連の紛争は計39件で，メキシコ企業が原告

　となったのは対カナダ政府の1件のみ，米国企業による対メキシコ政府への申し立て

　が15件と最大である。事例についてはHufbauer　and　Scott（2005）を参照。
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国間投資協定（Multilateral　Agreement　on　Investment：MAI）草案であった

（Reiter　2006：236）。　MAIには，設立前・設立後のNTとMFNのネガティブ・

リスト方式の適用，証券投資を含む資産ベースの投資の広い定義と投資家対

国家の紛争処理規定，NAFTAすら上回る広範なパフォーマンス要求の禁止，

間接的収用を含む拡張的な収用概念など，NAFTA型と呼べる要素がすべて

盛り込まれていた（Kurtz　2002）15＞。だが，結局，　MAIは，1998年12月に廃

案に追い込まれている。そこには，途上国の反発とNGOによる批判だけで

なく，EUが地域統合組織（regional　economic　integration　organization：REIO）

条項16）を盛り込むことで最恵国待遇の例外適用を求める一方，最も積極的な

推進者であった米国もヘルムズ・バートン法17）（Helms－Burton　Act）による国

内法の域外適用を要求するなど，先進国側の足並みの乱れも作用していた。

　MAIの挫折とともに，多国間投資レジーム形成の場は，　WTOに移行する

ことになる。1996年12月の第1回WTO閣僚会合では，投資，競争，貿易円

滑化，政府調達の4つの新分野（シンガポール・イシュー）が提起され，

「貿易と投資に関するワーキング・グループ（WG）」で投資ルールの作成が

検討されてきた。しかしながら，MAIの余波のなか，多国間ルールを議論

すること自体に反発するインド，中国，ブラジルなどの主要途上国と調整が

とれず，2003年9月のカンクーン第5回閣僚会合では交渉を開始することす

らできなかった。ここで興味深いのは，MAIの推進者であった米国自身が

必ずしも積極的ではないという点である。WGで検討された投資ルールは，

実のところ，GATS型のボトム・アップ式（ポジティブ・リスト方式）の自

由化コミットメントであり，さらには開発条項を含むなど，NAFTAモデル

に従うものではなかったというのがその理由であろう。

15）MAIの主たる論点と経緯については，　UNCTAD（1999b）とKurtz（2002）を参照。

16）地域統合組織の加盟国間で相互に付与している特恵待遇は他のMAI加盟国への無条件

　適用を免除されるべきとの条項。この条項は，EU以外の交渉国から無差別原則に反す

　　るとして批判が集中した。

17）正式名称は，「キューバ解放と民主連帯法」（the　Cuban　Liberty　and　Democratic　Solidarity

　Act）。同法は，革命後キューバ政府により接収された企業に，当該資産を取引する第

　三国の企業に対して，補償請求の権利を認めるものである。この適用をめぐってEU

　　と米国は対立した。



一
174－（930） 山口経済学雑誌　第55巻　第6号

　むしろ米国は，ゼーリック（Robe質Zoellick）前USTR代表が提唱した

「競争的自由化（competitive　liberalization）」戦略のなかで，急速にバイラテ

ラリズムへの傾斜を強めている（Haslam　2005：3）。米国が，　MAIと平行し

て推進してきた複数国協定に，1994年の米州サミットで提案された米州自由

貿易地域（FTAA：Free　Trade　Area　of　the　Americas）構想がある。だが，

ここでも，2003年11月のマイアミ貿易相会合で，ブラジルを中心に強力な反

対に直面し，米国は多国間での一括交渉ではなく，二国間のFTAネットワー

クの形成によってFTAAを実質化する方向に転じている18）。

　この方針に従い，米国は，すでにチリ，ペルー，ドミニカ共和国，中米5

力国（コスタリカ，エルサルバドル，ホンジュラス，グァテマラ，ニカラグ

ア）と投資規定を含むFTAを締結し，現在，ボリビア，コロンビア，エク

アドル，パナマと交渉過程にある。その流れは東アジアにも波及し，シンガ

ポールとのFTA締結を皮切りに，2002年10月のEAI構想（the　Enterprise　fbr

ASEAN　Initiative）の発表以降，タイ，マレーシアとFTA交渉を進め，さら

には韓国ともFTAを締結しようとしている。これらFTAに盛り込まれた投

資規定は，すべてNAFTAモデルに従っている19）。

　加えて，近年，米国によって多用されているのがBITである。2005年6

月1日現在でその数は46に上り，その8割近くが1990年代に入ってからのも

のである。投資保護を目的とする伝統的なBITとは異なり，米国のBITは，

NAFTA以前も投資自由化協定としての性格を強くもっていた（UNCTAD

2006b：47）。とはいえ，1980年代に締結されたBITのなかには，設立の権利

やパフォーマンス要求といった点で相手国の要求に譲歩する場合も多々見ら

18）そもそも米国にとって，FTAA構想の端緒は，1990年ブッシュ（父）大統領が提唱し

　　た米州支援構想（Enterprise　fbr　the　Americas　Initiative）にあり，　NAFTAは，この構想

　の先行計画として位置づけられていた（佐々木2003）。

19）2002年11月に提出されたFTAA草案の投資に関する章では，資産ベースの投資の定義

　　を採用し，ネガティブ・リスト方式のNTとMFNの付与（設立前・設立後），　TRIM協

　定を超えるパフォーマンス要求の禁止（投資インセンティブ・リンク型を除く），直接

　　的・間接的収用の禁止といった条項が検討されている（UNCTAD　2003192）。他方で，

　米国の二国間FTAの投資に関する章は，ほぼNAFTAと同一の文言と規定からなる。

　各協定の全文はUSTR（http：〃www．ustr．gov／Trade＿Agreements／Section＿Index．html）参照。
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れた（Haslam　2005）2°）。　NAFTAの投資規定は，実は，従来の規定の曖昧さ

を取り除き，米国型BITモデルとして純化したものである。米国のBITプ

ログラムは，その時点で締結されている協定をもとにモデルBITを作成し，

以後の交渉を行うという手法をとる。モデルBITは，1982年から2004年ま

でに合計7回改正されたが，現在の2004年モデルBITの条文は，ほぼ

NAFTAの規定を踏襲している（Reiter　2006：220）21）。

　NAFTAモデルの波及は，米国発のものにかぎらない。実際，メルコスー

ル（MERCOSUR），カリブ共同体（CARICOM），中米5力国（CAFTA）

Group　of　3といったラテン・アメリカ諸国で構成される大規模な経済統合協

定の投資規定やBITも，程度の差こそあれ，　NAFTA投資規定の特徴を備え

ている（表2参照）。その結果，西半球には，NAFTA型の規定にもとつい

た事実上の国際投資レジームが形成されているとみなすこともできる

（Haslam　2005）。だが，南一南協力の一環と位置づけられる途上国間協定と

先進国・途上国とで結ばれる協定では，その戦略的な含意が異なる。前者は，

基本的には，途上国企業に広域的な市場を提供しその多国籍化を促すことで，

先進国市場と先進多国籍企業への依存度を低下させることを意図するもので

あり，投資の権利を制度化することを目的とするものではない22）。

20）たとえば，バングラデシュ，コンゴ民主共和国，モロッコ，トルコとのBITでは，パ

　　フォーマンス要求の禁止は回避すべき努力目標でしかない。一部を除き各BITの全文

　　についてもUSTRのホームページで閲覧できる。

21）2004年モデル協定はhttp：〃www．ustLgov／assets／Trade＿Sectors／InvestmenザModeしBIT／asset＿

　uploadjle847＿6897．pdfから入手可能。

22）メルコスールの，Protocol　on　Protection　and　Promotion　of　Investmentでは，加盟国企業

　　には設立の権利を認めても，非加盟国企業には国内法に従うことが規定され，国家の

　規制の権i利が留保されている（UNCTAD　2006b：81）。またラテン・アメリカ諸国間の

　BITでは，設立前のNTの付与やパフォーマンス要求の明示的な禁止がないことも特徴

　　である（Haslam　2005）。
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　これに対して，明確にNAFTAモデルを選好しているのが，日本のEPA

である。多角主義を通商政策の要としてきた日本は，米国と並ぶMAIの支

持国であると同時に，EUとともにWTOシンガポール・イシューの最も積

極的な推進国であった。両者が事実上頓挫した現在，日本もまたバイラテラ

リズムもしくはプルーリラテラリズムへの傾斜を強めている。実際，日本も，

シンガポールとのEPA締結（2002年）を皮切りに，メキシコ（2004年），マ

レーシア（2005年），フィリピン（2006年）とも投資規定を含むEPAを結ん

でいる（タイとは2005年に大筋合意）。

　こうした一連のEPAのなかで日本は，　NAFTA型投資規定を盛り込むこと

を追及してきた。それは，EPA締結を強力に要望してきた経団連などビジ

ネス界の要求を忠実に反映したものである23）。むしろ，投資ルールの作成こ

そが，「高水準の」EPAを目指す日本の戦略的課題であるといってもよい。

そのことは次の事実からもわかる。日本は，EPA交渉が中断している韓国

とさえ，2002年にすでに投資協定を結び，ネガティブ・リスト方式にもとつ

く投資許可段階・許可後のMFNとNTの付与，輸出パフォーマンス，ロー

カル・コンテント，現地調達，役員の国籍，自国民雇用，技術移転，本部設

置，R＆D達成といった広範なパフォーマンス要求を禁止している。2003年

には，自国民雇用要求の禁止を除いて同様の投資協定をベトナムとも締結し

た。そして2006年10月には，EPA交渉が日程にすら上っていない中国とも，

投資保護のみを目的とした旧型BITを日中韓の枠組みで新型BITに切り替

える交渉を開始することに合意している。

　一方，日本のモデル協定と位置づけられるシンガポールとのEPAは，

NAFTA型投資ルールの中核的要素がすべて盛り込まれ，それを超える包括

的な協定となった（UNCTAD　2003a，　UNCTAD　2006b）。だが，メキシコを

除けば，すべての協定で，それがモデルとしての役割を担っているわけでは

ない。日本国内では，EPA交渉が長引く理由として，日本の労働市場や農

23）経団連が，NAFTAをモデルにした投資規定を要求していたことは次の文献からも明ら

　かである。「経済連携の強化に向けた緊急提言」（http：〃www．keidanren．orjp加panese／poli

　cy／2004／020／index．html）。



一
178－（934） 山口経済学雑誌　第55巻　第6号

産物市場の開放問題のみが取り上げられるが，日本が要求するNAFTA型の

投資規定に，これら東南アジア諸国が抵抗を示したことも，交渉難航の重要

な理由であった（尾池2006）。そのため，マレーシアやフィリピンとのEPA

では，ネガティブ・リスト方式による設立前・設立後のNTとMFNの付与

は製造業部門に限定され，サービス部門ではGATS方式が踏襲されること

になった。さらに，マレーシアとは広範なパフォーマンス要求の禁止が，フィ

リピンとは投資家対国家の紛争処理が検討事項として先送りにされている24）。

とはいえ，日本は，ASEAN諸国との二国間協定を担保にASEAN全体との

EPAを締結することになっており，その際，個々の条項が再検討され，よ

り十全なNAFTAモデルに再構成されることが予想される。上述のように，

米国自身が自己のFTA網をこの地域に拡大しようとしている以上，その攻

勢を日本が手をこまねいて見ているという可能性はきわめて低い。

2．市場アクセスと開発政策空間のトレード・オフ

　東アジアの外向的経済発展戦略の成功以後，多くの途上国の外資政策は，

FDIの導入に好意的な政策にシフトしてきた（図1参照）。今日の途上国は，

FDI獲得競争の様相を呈しており，その意味で，　IIAは，この競争に勝1ち抜

くための制度設計の一部とみなすこともできる25）。他方で，東アジア工業化

のもう一つの教訓は，単純な外資導入だけでその経済的成功が達成できたわ

けではないという点にある。FDIの正の効果を高めるためには，インフラを

改善し，現地能力を高め，現地サプライヤーと多国籍企業との連関を構築す

る産業政策が必要とされる。さらに，韓国や台湾の場合，多国籍企業の活動

24）こうしたサービス部門のGATS方式と製造業部門のNAFTA方式を日本型EPAの特徴

　　とする見方もある。尾池（2006）を参照。各協定の全文は，ADB，　Asia　Regional

　Integration　Center（http：〃aric．adb．org／倉atrends．php＃）や外務省のホームページ上で閲覧で

　　きる。

25）従来，BITとFDIとの間には明確な正の相関は見られないとの見解が支配的であった。

　　たとえば，Hallward－Driemeier（2003）およびFriends　of　the　Eanh　and　World　Development

　Movement（2003）参照。これに対してNAFTAは例外的にFDI増大効果の高い協定で

　　あった。さらに，BITが，国内制度改革に代替し，　FDIを追加的に増大させるとする研

　究もある（Banga　2003，　Neumayer　and　Spess　2005）。
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に対しても制限的かつ介入主義的な政策が採られ，それによって，国際的な

連関を維持しつつ相対的に統合的な産業構造を確立することが可能となった

ということも看過すべきではない。つまり，外資導入型の経済戦略がもはや

回避できない趨勢であるとしても，それを成功に導くためには，開発志向の

FDI政策を追及する国家の能力が求められているのである　（Lall　2005，

UNCTAD　2001，　UNCTAD，2003a，　UNCTAD　2006c，　Wade　2005）。

　ところが，NAFTA型ネオ・リベラル投資協定の普及は，その能力を着実

に奪っている。投資環境整備の名の下に行われているのは，資本と開発政策

空間の，そして市場アクセスと国家的政策の自律性のトレード・オフにほか

ならないのである（Shadlen　2005，　UNCTAD　2006c）

　　　　　　　　図1　FDI関連の国家規制の変化（単位：件）
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　そもそも種々の協定に組み込まれたWTOのルール自体が，途上国にネオ・

リベラルな制度改革を迫り，開発政策空間を大きく縮小させるとの批判にさ

らされてきた（Kumar　2005，0xfam　2005，　Wade　2005）。かつての産業政策

の主たる構成要素は，WTO体制下では，もはや使用することはできない。

たとえば，FDIから現地企業への後方連関を創出するために活用されたロー
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カル・コンテント要求や貿易均衡化要求はTRIMs協定によって合法ではない。

また，補助金および相殺措置に関する協定（Agreement　on　Subsidies　and

Countervailing　Measures：SCM協定）は，輸出パフォーマンスやローカル・

コンテントとリンクした補助金を禁じている（SCM協定第3条）。

　とはいえ，途上国に，戦略的介入政策を策定する余地や法的な権利がまっ

たくなくなったわけではない。WTOの個々のルールを精査すれば，そこに

は，依然として，国家的な開発目標を遂行するための自律的な政策形成の余

地は残されている（Messerlin　2006，　Shadlen，2005：762）。

　TRIMs協定は基本合意にすぎず，　TRIMsが定義されているわけでもなけ

れば，それを確定する明確な基準が存在するわけでもない。付属文書に明示

される措置を除けば，何が貿易歪曲的であるかを決定する権利は途上国にも

留保されている。WTOルールの下でも，外国企業に技術移転を促しジョイ

ント・ベンチャーを設立することや人的資本開発を要求することは可能なの

である。一方，非特定性（non－speci∬city）を示すか，研究開発，地域開発，

環境への適応を目的とする場合，補助金をSCM協定は認めている。さらに

製造業部門では外国企業に設立の権利はなく，市場アクセス条項でそれを規

定するGATSも，ポジティブ・リスト方式によって段階的な自由化を可能

にし，リクエスト・アンド・オファー方式は途上国に交渉の余地を残してい

る　（Hamway　2005：13，25，　Reiter　2006：215－16，　Shadlen　2005：759－60）。

　そして何よりも1947年GATTをほぼ継承するWTOの諸協定では，国家的

な開発政策を実行する柔軟性を途上国に許容するための「特別かつ差異ある

待遇（Special　and　DifBerential　Treatment：S＆DT）」が，いまなお基本原理の

一つになっている。

　1947年GATTは，第18条と28条で，途上国にコミットメントと義務を免

除し，幼稚産業保護や国際収支の保護のための柔軟性を与え，1965年には，

第一回UNCTAD総会の後押しを受け，途上国に対する非互恵の原理を導入

している。1979年の東京ラウンドでは，授権条項によって，一般特恵関税制

度を含む貿易特恵の導入も認められた。そして，WTO下でも，2000年には，



国際投資協定と縮小する開発政策空間 （937）－181一

145のS＆DT規定がその諸協定に盛り込まれ，第5回閣僚会合でさらに27の

規定が追加されている（Hamway　2005，　Messerlin　2006）。たしかにWTO体

制への移行後，S＆DTは義務免除ではなく移行措置だとの新解釈も打ち出さ

れ26），紛争処理協定は途上国がS＆DT規定を実行する能力を制限し，　S＆DT

本来の効力は侵食されつつある。それでも，S＆DTは，　WTO交渉に臨む途

上国の寄りどころであり，先進国からのネオ・リベラルな改革圧力の歯止め

となっている。

　「競争条件の平準化」を目的とするNAFTA型投資協定において，　S＆DT

のような途上国と先進国の格差を考慮した開発条項が盛り込まれることはほ

ぼありえない。逆に，その目的とするところは，WTOの場で主張されるこ

の種の要求を二国間，複数国間の枠組みで封殺することにあるとみてよい。

協定がいったん締結されれば，不可逆性をともない，交渉の余地なく規定の

もつ法的拘束力が持続する（Peterson　2004：37）。しかも，投資保護が規制

による間接的な収用にまで概念が拡張され，投資家の国家に対する訴求権を

認めることで，規定遵守の基準は結果主義的なものとなる。投資協定は，法

の支配による途上国のガバナンスの改善に資するという主張とは裏腹に，外

国企業に「法的な飛び地（legal　enclave）」を提供するものであり，投資イン

センティブを通じて外国企業と国内企業との内外逆差別を制度化するものな

のである（Daniels　2004）。そのため，　WTO体制を肯定する論者ですら，　IIA

は逆S＆DTだとみなしている（Messerlin　2006）。

3、EU型投資規定にみるUNCTADの影響

　NAFTA型のネオ・リベラルな投資協定の拡散を防ぎ，開発政策空間の確

保に奔走しているのが，国連貿易開発会議（UNCTAD）である。周知のよ

うに，UNCTADは，国連における第三世界運動の拠点として，途上国が先

進国に対して集団的交渉力を形成し開発の権利を獲得していく支援を行って

きた。だが，1960年代末から70年代にかけて，産油国と非産油国の分裂，そ

26）たとえば，TRIMs協定は，義務免除ではなく，途上国に対しては5年間，後発途上国

　に対しては7年間の移行措置を設けている。
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してNIESの台頭による非産油国内部の分裂によって第三世界運動が事実上

の崩壊を遂げて以降，同機関の活動は，多国籍企業の行動監視と政策提言に

集中するようになっている。そのUNCTADが，現在，最も精力を傾けてい

るのが，ほかならぬIIA問題である。先進国が，投資協定を通じて法の支配

という名目で開発の権利を剥奪しようとしている以上，途上国には，それを

抑制し開発政策空間を確保する具体的な条項の作成能力が求められている。

UNTADは，ここにネオ・リベラルなグローバリズムに対抗する新しい政治

経済学を見出しているのである。実際，膨大な協定の条文を詳細に検討した

その研究成果は，すでに数千ページにも及び，そのすべてが「開発のための

柔軟性（nexibility　fbr　development）」の確保という視点から分析されている。

　UNCTADの成果を紹介する紙幅は残されていないが，特筆すべきは，そ

の影響がEUの立場に反映されているということである。　EUは，　WTOドー

ハ開発ラウンドにおいて多角的投資ルールの作成に最も積極的で，これまで

に数々のコンセプト・ペーパーを通じて自己の立場を表明してきた。そのほ

ぼすべてがUNCTADの研究に言及しつつ作成されている。

　具体的には，多角的投資ルール策定に際して，S＆DTを含む途上国が国家

的な開発目標を追及する柔軟性を確保することが強調され（EU　2002d，　EU

2003），米国のBITやNAFTAが設立に対してNTを付与していることを明

記した上で，「許可・設立の権利は政府にある」ことを確認し，GATS型の

ポジティブ・リスト方式による段階的自由化コミットメントを提唱している

（EU　2002b，　EU　2002c）。さらに，投資の定義でも，直接投資企業（direct

investment　enterprise）と直接投資資本取引（direct　investment　capital　transac－

tion）の二つの概念を提示し，受入国と投資家の長期的な関係を構築しない

証券投資はルールの将外に置くべきだと主張している（EU　2002a）。

　たしかに，多くの開発NGOからは，　GATS型の投資ルールも厳しく批判

され，事実，それが途上国の政策の自律性を完全に確保するものではないこ

とはまちがいない。しかしながら，それすらも容認しないネオ・リベラルな

投資協定網が拡大するなかにあって，WTOという国際舞台で，開発の権利
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を留保し途上国に交渉の余地を認めるEUの姿勢は評価してしかるべきもの

であろう。

　これを「トロイの木馬」と見る向きもある。だが，EUは，自らのIIAで

も，その基本的立場を貫いている。伝統的にBITを多用してきたのはヨー

ロッパ諸国，とりわけドイツ，フランス，イギリスであった。ヨーロッパ型

BITは，投資家および投資の保護を目的とするものであり，特に，　NTや

MFNは設立後段階にのみ適用され，パフォーマンス要求の禁止規定が盛り

込まれることはほぼない（Reiter　2006：211）。またEUは，　EPAもしくは連

合協定（association　agreement）という名の経済統合協定を拡大し，その多

くに投資に関する実体規定が存在する27）。その内容は，NAFTAモデルとは

一線を画している。たとえば，チリとのEPAでは，製造業，サービスの両

部門で設立の権利を認めているがGATS方式である。メキシコとの協定は，

それもサービス部門に限定し，投資規定そのものをもたない。また，EUは

2010年をめどに地中海諸国との問に自由貿易圏を形成することを目指してい

るが（バルセロナ・プロセス），エジプト，イスラエル，レバノン，モロッ

コ，チュニジアとの協定は，サービス自由化のGATS方式を確認し，将来

的にそれを他部門に拡張するとしている28）。EUは，2006年からサービス自

由化と設立の権利の範囲を拡大する交渉を開始しているが，こうした規定が

基本となることは確実である。

　こうしたなか，EUの対外経済関係で注目を集めているのが，2000年の第

4次ロメ協定の期限切れにともない締結されたアフリカ・カリブ・太平洋

（ACP）諸国との連携協定（コトヌー協定）である。この協定の下，　EUは，

ロメ協定がACPに供与してきた特恵システムを2007年末で終了し，　ACP諸

国を西アフリカ，中央アフリカ，東南アフリカ，南部アフリカ，カリブ諸国，

太平洋諸国の6つの地域に分け集団的なEPA交渉を行い，ソマリアを除く

76ヵ国を自己のEPA網に編入することを企図している。

27）以下の協定の全文は，すべてEU貿易総局のホームページ（http：／／ec．europa．eu／trade／）

　から入手できる。
28）唯一の例外がヨルダンであり，そこではネガティブ・リスト方式でNTとMFN（のう
　ちの有利な方が適用される）が付与されている（第30条2（a））。
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　コトヌー協定は，ロメ協定の非互恵的な貿易特恵から双務的な市場アクセ

スへと貿易関係を転換し，さらに世界銀行流のオーナーシップやグッド・ガ

バナンス論に類似の援助思想を展開していることから，OxfamなどのNGO

から批判にさらされている29）。一次産品貿易に依存することの是非（多様化

の失敗），四半世紀に及ぶ非互恵的な協定が貧困削減に与えた効果の評価，

各国が援助疲れを見せるなか改善されない汚職や腐敗，そしてこの地域の紛

争や人権侵害といった問題を置くとすれば（あるいは次元を異にするものと

考えれば），そこに見られる批判はすべて正鵠を射ている。それでも，これ

まで見てきた他の国際協定と比較すれば，コトヌー協定が異彩を放っている

ことは確認しておくべきである。

　まず，協定では，ACP諸国の持続的な発展と世界経済への統合，そして

貧困削減を目的の中心にすえた上で（第1条），第35条では，経済・貿易協

力ですべてのACP諸国にS＆DTを確保することを明記している。加えて，

多くの領域で可能なかぎりNGOの関与を認めている。しかも，第37条6で

は，ECとのEPAを締結しなかった非後発途上国に対して，　WTOルールと

の適合性という条件付きとはいえ，既存の状況と等価な（equivalent）貿易

枠組みを検討する旨が約束されている。そして，この協定は，いかなるEU，

ACP個別加盟国による条約，協約，協定よりも上位に位置づけられる（第91

条）。これほどの「開発のための柔軟性」を条項として組み込んだ協定は他

に類をみない3G）。

　現時点で合意に達したEPAはないが，東南アフリカとのEPA草案では投

資の促進と保護のみが規定され，太平洋諸国との草案ではnon－paperの形式

とはいえ，設立前の権利と投資家対国家の紛争処理は明確に否定され，ポジ

29）市場アクセス，シンガポール・イシュー，地域統合の分断，援助といった論点での批

　　判は，Oxfam　Intemational（2006）を参照。ただし，援助に関しては，第67条4で主要

　　多国間援助機関が援助・支援するプロジェクトは，自動的に調整援助の要件を満たし

　　たものとみなす，と規定されているものの，第9条では，人権，民主主義の原則，法の

　支配のみを必須要素として，グッド・ガバナンスは基本的要素にとどめられ，援助停

　止の要件とはなっていない。

30）日本とASEANの枠組合意では，　S＆DTが考慮される旨が示されている。だがそれが

　現実の二国間協定の実体規定には全く反映されていない。
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ティブ・リスト方式で参入後のNTとMFNを規定し，さらには，他の国際

協定に準拠する形でパフォーマンス要求を課す権利が認められている。こう

した実体規定が現実にどのように反映されるかは，今後の交渉過程に委ねら

れるが，少なくとも現時点でNAFTA型投資協定とはまったく異質なものを

志向していることだけはまちがいない。

　現在のWTOルールを基準にするEUに対する評価は，あくまでも相対的

なものかもしれない。実際，EUも米国や日本と同様，ハブ・アンド・スポー

ク型のEPA網を形成し，累積原産地規則を厳格に適用することでヨーロッ

パ系多国籍企業の活動環境を整備しようとしている31）。そして，EUが新型

のBITに移行できないのも，　EUと加盟国との権限委譲iをめぐる対立による

ところが大きい。現行のEC条約では，域内加盟国間の資本移動制限は禁止

されているが（EC条約第73b条〉，直接投資，金融サービス及び証券投資を

含む，第三国との資本移動を制限する国内法規は効力を持ち，外国投資にか

かわる諸規制は，加盟国の権限に属するものとされている。EUに設立前の

権利を保障する協定締結の権限を付与するならば，加盟国は投資に関して留

保している権限を委譲しなければならないのである（Reiter　2006：211－12）。

　現在，批准が難航する欧州憲法条約は，この分野でのEUの排他的権限を

高めることを目的の一つとしている。それゆえ，将来，EUも，　IIAを通じ

たネオ・リベラルな投資環境の制度化競争に参入する可能性は否定できない。

だが，EUのEPA戦略が，仮にNAFTAモデルにシフトしてしまえば，先進

国と呼ばれる諸国のなかにUNCTADの提唱する「開発のための柔軟性」に

配慮した投資協定を推進するものはもはや存在しなくなることも事実なので

ある。

31）EUは，中東欧とEFTAとの間に汎ヨーロッパ累積原産地システムを確立し，それを地

　中海諸国に拡大しようとしている。（累積）原産地規則と多国籍企業の生産ネットワー

　　クとの関係は，EPAを論じる上で重要な論点である。稿を改めて論じたい。
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】V　おわりに

　歴史上，産業政策を活用することなく，国際分業の階層構造を上昇した国

など存在しないといってよい（Chang　2002，　Shadlen，2005）。戦後，東アジ

アに代表される工業化に成功した途上国はすべて，投資を新たな部門に呼び

込むために輸入管理と補助金を活用したし，後方連関効果や技術移転を加速

させるために外国投資に対して種々の規制を課し，海外の技術革新を模倣し，

その国内への拡散を促進するために独自の知的財産権レジームを形成した。

だが，今日の世界経済で，途上国は，自由貿易，投資規制の緩和，資本移動

の解禁，知的財産権の保護をめぐる国際協定によって，ネオ・リベラリズム

という均一のモデルに従うよう強制されている。途上国に利用可能な政策オ

プションの範囲は制限され，先進国と呼ばれる国々が，かつてその発展プロ

セスで用いた政策手段を活用する権利は剥奪されつつある。

　地域主義，経済統合，地域共同体の形成という掛け声は，それだけで何ら

かの相互利益が生まれるという錯覚に陥らせる。だが，そうした言葉の裏で

現実に進行している事態は，ネオ・リベラリズムの外部からの強制的な制度

化にほかならない。本稿は，その一端をNAFTA型投資協定の国際的波及の

なかに見てきた。

　では，何ゆえに多くの途上国は，自らを拘束する制度構築に向かうのか。

また，そうした制度化は現実の経済にどのような影響を与えるのか。そして，

途上国には，いかなる選択肢が残されているのか。こうした問題は，歴史的・

地政学的に形成された国家間関係と現実の経済的プレゼンス，そして各国・

各地域固有の論理を踏まえて検討しなければならない。今後の研究課題とし

たい。

付記：本稿は，山ロ大学経済学部学術振興基金（2006年度個人研究助成A）

からの助成を受けた研究課題「地域統合下における産業政策の可能性」の成

果の一部である。同基金に記して感謝の意を表したい。
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